
介護保険法上の  

事後規制について  

○ 介護サービスの質を確保するため、平成  

18年4月から介護保険法上の介護サービス事   

業に係わる事後規制のルールを改正しました。   

○ ルールに違反した場合、 介護保険上のサー   

ビスを継続できな＜なります。   

○ 今回、その概要をとりまとめましたので、   

国民の信頼の向上を図るという観点からも、   

内容を十分に理解し1ただき適切に対応してい   

ただきますようお願いします。  

（厚生労働省老健局振興課）  

一165－   



1 事後規制の導入の背景  

従前より「介護サービスの質を確保するため、事後規制の  

ルールの整備が必要」という観点から以下のような指摘を  
受けていました。  

「指定拒否の要件が不十分」  

過去に不祥事を起こした事業者で再発が見込まれる場合であって  
も、指定拒否が法律に明文化されておらず、指定権者である都道  
府県が指定を拒否することができない。  

（例示）  

（DA県で指定を取り消された事業者がB県で指定申請をしてきた場合  

②過去に指定を取り消された事業者が別法人で指定申請をしてきた場合  

E⇒〉  
指定等の要件の見直し  

「指定の効力に期限がない」  指摘2  

一旦、指定を受けたら、指定の効力に期限がないので、介護サー  
ビスの質を確保するために事業者が基準を遵守しているかを定期  
的に確認するような仕組みがない。  

指定の更新制の導入  
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指定等の要件の見直し  

（指定の欠格事由、取消事由の追加）  

① 対象者を追加  

・申請者（事業者）  申請者（事業者）  
＝＝■■■■●■● ■■ ■■■■■  

法人役員  

管理者  等  
■■  

② 要件を追加  

・人員基準欠如   

・設備、運営基準違反  

・人員基準欠如   

・設備、運営基準違反  
■■＝＝1■＝＝■■■■■■■■■■■■■■■■■■1＝＝＝■t＝■t t■■■■■  

・禁錮以上の刑を受けて、その執行を終わるま  

での看であるとき  

・介護保険法その他保健医療福祉に関する法律  

により罰金刑を受けて、その執行を終わるまで  

の者であるとき  

・指定取消から5年を経過しない着であるとき  

・5年以内に介護保険サービスに閲し、不当又  

は著しく不正な行為をした看であるとき  

等  

－167－   



対策て亡  

指定の更新制の導入  

指定の効力に有効期間（6年）が設けられました。  

基準に従って適切な事業の運営がされない場合や、過去に同一のサービスで指  

定の取消処分を受けた場合には、指定の更新が受けられないことがあります。  

・ 更新の欠格事由は、指定の欠格事由と同様です。  

l‾‾‾‾‾‾‾‾‾1 ：改正後：  

－＿＿ ＿．＿ ＿．＿＿＿．＿．＿l  

竺盈組鼠  

：されないときは、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでは、従前の指定が有効とされます。  

：※病院等における居宅サービスのみなし指定の事業所は除きます。  
l－－－－－－－－一一－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－一－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－一－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一   

特に紹意していだだきたい点は、事業者（申請者）のみならず法人役員等m  

も指定の更新の欠格事由に該当する場合は指定の更新が重けられな＜なる点です。   

例えば、指定居宅サービス事業所を経営する法人の役員の中に過去5年以内に指定の  

取消の処分を受けた事業者の役員がいる場合、指定の更新の欠格事由に該当し、指定の  

更新を受けられず、介護保険上の指定居宅サービス事業の存続ができなくなります。  
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2 事後規制が適用される代表例について  

① 介護サービス事業所を経営する法人が指定の取消処分を受けた場合、指定の欠格事   

由に該当するので、当該法人は、新たに指定を受けることができません。   

e）上記の法人が複数の介護サービス事業所を経営する場合、指定の更新の欠格事由に   

も該当するので、傘下の介護サービス事業所が連座して指定の更新を受けることが   

できなくなります。   

※ ①、②の際に適用される指定等の欠格事由は、原則として、同じ指定の類型（次   

ページ参照）の事業者が対象となります。  

l  

（具体例）  

A株式会社が経営するB訪問介護事業所に不正の事実が発覚し、立入検査の結果、指定の取消  
l  

：処分を受けた場合、A株式会社は「指定取消から5年を経過しない壱であるとき」という指定  
l  

：の欠格事由に該当するため、A株式会社は新たにC訪問介護事業所の指定を受けることができ  

l ：ない。また、同様に、「指定取消から5年を経過しない看であるとき」という指定の更新の欠  
l  

；格事由にも該当するため、A株式会社が経営する同一の指定の類型であるD適所介護事業所、  
l  

：E訪問入浴介護事業所及びF訪問介護事業所もB訪問介護事業所の指定の取消処分から5年以   l  
l  

：内に指定の有効期間の満了を迎える場合、指定の更新を受けられず、事業の継続ができな＜な  

る。   
l＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

（イメージ図）  

匡亘重亘〕  
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3 介護サービスの指定の類型について   
類型 下記の介護サービスの指定・許可の（◎印）ごとに  

指定・更新・取消等の規定が適用されます。  

◎指定居宅サービス   

【訪問サービス】   

○訪問介護 ○訪問入浴介護   

○訪問看護 ○訪問リハビリテーシ］ソ   

○居宅療養管理指導   

【適所サービス】   

○適所介護 ○適所リハビリテーショソ   

【短期入所サービス等】   

○短期入所生活介護 ○短期入所療養介護   

○特定施設入居者生活介護   

○福祉用異貸与 ○特定福祉用具販売  

◎指定介護予防サービス   

【訪問サービス】   

○介護予防訪問介護 ○介護予防訪問入浴介護   

○介護予防訪問看護 ○介護予防訪問リハビリテーション   

○介護予防居宅療養管理指導   

【適所サービス】   

○介護予防適所介護 ○介護予防適所リハビリテーシ］ソ   

【短期入所サービス等】   

○介護予防短期入所生活介護   

○介護予防短期入所療養介護   

○介護予防特定施設入居者生活介護   

○介護予防福祉用異貸与   

○介護予防特定福祉用具販売  

◎指定地域密着型介護予防サービス   
○介護予防認知症対応型適所介護   

○介護予防小規模多機能型居宅介護   

○介護予防認知症対応型共同生活介護  

◎指定地域密着型サービス  

○夜間対応型訪問介護  

○認知症対応型適所介護  

○小規模多機能型居宅介護  

○認知症対応型共同生活介護  

○地域密着型特定施設入居者生活介護  

○地域密着型介護老人福祉施設 入所  

◎指定介護予防支援  ◎指定居宅介護支援  

◎指定介護者人福祉施設  

◎介護老人保健施設  

◎指定介護療養型医療施設  
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介護保険法上の事後規制についてのQ＆A  

1（：指定等の際に審査される事項）  

≡や更新の申請こ際」指定や更新が受けられない事由が追加されたそうです力＼どのよ  

吏点が追加されたのでしょう力＼  

（答）   

従前は、事業者が事業の指定の基準を満たし、適正な事業運営が可能かどうかを  

審査しておりましたが、介護サービスの質を確保するという観点から不正の再発の  

防止のため、指定等の要件の見直しを行いました。具体的には、指定等の欠格事由  

の対象者に法人役員等を追加し、また、下記の要件を追加しました。  

禁錮以上の刑を受けて、その執行を終わるまでの者  

・介護保険法その他保健医療福祉に関する法律により罰金刑を受けて、その執  

行を終わるまでの者  

・指定取消から5年を経過しない者  

・指定取消処分の通知日から処分の日等までの間に事業廃止の届出を行い、そ   

の届出白から5年を経過しない者  

・・5年以内に介護保険サービスに閲し、不当又は著しく不正な行為をした者 妄  
I  l   

指定や更新の際に、これらに該当する者がいる場合は、新たな指定は受けられず、  

また、更新がされないため、指定の有効期間の満了とともに介護保険上の介護サー  

ビス事業を存糸売できなくなります。  

・1一  
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2（役員等の範囲について）  

事業者だけでな＜、役員等が指定・更新の欠格事由に該当する場合にも指定・更新  

を受けられないとのことですが、「役員等」の具体的な範囲はどこまででしょう力㌔  

例えば、訪問介護事業所における管埋者及びサービス提供責任者は「役員等」に含  

まれるのでしょうか。  

（筈）   

介護サービス事業者の指定等における欠格事由・取消事由（指定取消から5年を  

経過しない者であるとき等）にある「役員等」の範囲については、次のとおりです。  

「役員等」の範囲  －  l  

て ①法人でない病院等の場合は、医療法及び薬事法で規定されている管理者  
】  

： ②法人である場合は、  
l  

： A．役員  

イ業務を執行する社員・取締役・執行役又はこれらに準ずる者   

※「これらに準ずる者」とは具体的には   

・合名会社、合資会社、合同会社では会社法で規定される社員  

・株式会社では会社法で規定される取締役等   

・社会福祉法人→ 社会福祉法で規定される役員   

・医療法人→ 医療法に規定される役員  など  

ロ相談役、顧問等の名称を肯するかどうかは問わず、イに掲げる   

者と同等以上の支配力を法人に対し肯するものと認められる者   

※相談役、顧問等といった実質上法人の経営に支配力を有する者が想定さ  

れますが、法人の経営に対しどの程度支配力を有しているかは、都道府i  

県等において個別の事例に応じて適切に判断することになります。   
l  

・  

B．その事業所を管理する害その他の政令で定める使用人  

・事業所の管理者（基準省令等で規定される管理者と同じ）  
！   t＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿▼＿＿＿▼＿＿＿＿＿＿・－－－一一－－－－－－－－一一一一－－－－一一－・－－－－－－・・一・－一－－－－－－－－一一一一一－－－・・－－－－－一・・－一－－－－－－一一一一－－－→－－－－－－－－一   

従って、訪問介護事業所の管理者は、「役員等」の範囲に含まれますが、原則と  

して、サービス提供責任者は含まれません。  

・2－  
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3（欠格事由に該当する役員等がいる場合）  

法人役員の1人が指定等の欠格事由に該当しても、法人として欠格事由に該当しな  

ければ、指定や更新を受けられるのでしょうか。  

例えば、指定の取消処分を受けたB訪問介護事業所を経営していたA法人の役員で  

あったC氏が、D法人の役員でもある場合、D法人は新たにE訪問介護事業所の指  

定を受けられるのでしょうか。また、D法人が経営しているF訪問介護事業所は指  

定の更新を受けられるのでしょうか。  

（筈）   

B訪問介護事業所が指定の取消処分を受けた場合、A法人だけでなく、その役員  

であるC氏も指定の欠格事由である「指定取消から5年を経過しない役員等」に該  

当します。そのため、C氏が別のD法人の役員でもある場合、D法人は新たにE訪  

問介護事業所の指定を受けることはできません。   

また、D法人の傘下であるF訪問介護事業所においても、例え不正の事実がなく  

ても、B訪問介護事業所の指定の取消処分から5年以内に指定の有効期間の満了を  

迎える場合、同様にC氏が「指定取消から5年を経過しない役員等」という指定の  

更新の欠格事由に該当し、指定の更新を受けられませんので、指定の効力を失うこ   

とになります。  

（イメージ図）  
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4（欠格事由である犯罪履歴について）  

指定・更新の欠格事由である「介護保険法その他保健医療福祉に関する法律により  

罰金刑を受けて、その執行を終わるまでの者」における「その他保健医療福祉に関  

する法律」とは、何を指すのでしょうか。   

例えば、訪問介護事業所を経営する会社の役員が交通違反で罰金処分を受けた場  

合は、当該訪問介護事業所は指定の更新を受けられるのでしょうか？  

（答）   

下記の24の法律を指します。したがって、交通違反による罰金処分は、指定の  

更新の欠格事由となりません。なお、禁錮以上の刑については、法律の種類を問わ  

ず、欠格事由となります。   

健康保険法・児童福祉法・栄養士法・医師法・歯科医師法・保健師助産師看護師  

法・歯科衛生士法・医療法・身体障害者福祉法・精神保健及び精神障害者福祉に関  

する法律・社会福祉法・知的障害者福祉法・薬事法・薬剤師法・老人福祉法・理学  

療法士及び作業療法士法・老人保健法・社会福祉士及び介護福祉士法・義肢装具士  

法・精神保健福祉士法・言語聴覚士法・発達障害者支援法・障害者自立支援法・高  

齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関する法律  

・4－  
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5（欠格事由である不正又は著しく不当な行為について）  

指定の更新の欠格事由である「不正又は著しく不当な行為」とは具体的にどのよう  

なケースが相当するのでしょうか。  

指定の更新申請の際に都道府県等の指定権者が「不正又は著しく不当な行為をし  

た」であると判断した場合には指定の更新を受けられないのでしょうか。  

（平成18年2月ブロック会喜鼓逝くA「問14」P944同旨）  

（平成18年8月全国介護†栽難嬉監査型舗装会義資料P95の7同旨）  

（筈）   

指定の取消処分を受けていなくても、指定の更新に際し、「不正又は著しく不当  

な行為をした」と判断される場合には、指定の更新の欠格事由に該当するため、指  

定の更新を受けられません。これは都道府県等の指定権者において個別の事例に応  

じて適切に判断されることですが、具体例としては、改善命令に従わずに複数回に  

渡り指導等を受けているような場合などが該当すると考えられます。  

－5－  
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6（指定の取消処分による指定の更新への影響①）  

複数の居宅サービス事業所を複数の県においてA法人が経営する場合において、  

（1）例えば、B訪問介護事業所において不正の事実が発覚し、立入検査を受け   

指定の取消処分を受けた場合、A法人が紹営する同じ県のC訪問介護事業所及   

び他県のD、E訪問介護事業所についても立入検査を受け、指定の取消の処分   

を受けるのでしょうか。  

（筈）   

B訪問介護事業所が指定の取消処分を受けると、A法人は「指定取消から5年を  

経過しない法人」という指定の取消事由に該当します。しかし、C訪問介護事業所  

を始めとした他の訪問介護事業所に対して、必ず立入検査が実施され、指定の取消  

処分が行われるのではなく、指定権者である都道府県等において個別の事例に応じ  

て適切に判断した上で、処分が決定されます。例えば、B訪問介護事業所の不正が  

A法人の指示であるなど法人の関与があると考えられる場合などには、C、D、E  

訪問介護事業所において指定の有効期間の満了を待たずに、指定の取消処分を受け  

る場合があります。  

（イメージ図）  
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（2二）上記のケースでA法人が経営するC、D、E訪問介護事業所について、不   

正等の事実がなければ、C、D、E訪問介護事業所は指定の更新を受けられる   

のでしょうか。  

（答：）   

A法人は、「指定取消から5年を経過しない法人」という指定の更新の欠格事由  

に該当L，、C、D、E訪問介護事業所についても、例え不正の事実がなくても、B  

訪問介護事業所の指定の取消処分から5年以内に指定の有効期間の満了を迎える  

場合．指定の更新を受けられませんので、指定の効力を失うことになります。  

（イメージ図）  
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7（指定の取消処分による指定の更新への影響②）  

同じ建物内でA居宅介護支援事業所、B適所介護事業所及びC介護予防適所介護事  

業所の介護サービス事業を経営しているD法人において、  

（1）例えば、A居宅介護支援事業所が指定の取消処分を受けた場合において、B   

適所介護事業所とC介護予防適所介護事業所についても立入検査を受け、指定   

の取消処分を受けるのでしょうか。  

（筈）   

A居宅介護支援事業所が指定の取消処分を受けると、D法人は「指定取消から   

5年を経過しない法人」という指定の取消事由に該当しますが、B適所介護事業  

所及びC介護予防適所介護事業所は、居宅介護支援事業所とは、それぞれ別の指  

定の類型の事業であり、同じ建物で事業を実施しているからといって直らに取消   

処分の対象となるわけではありません。   

ただし、A居宅介護支援事業所の指定の取消の原因となった事実について、別   

の類型の指定であるB適所介護事業所とC介護予防適所介護事業所においても  

「不正又は著しい不当な行為をした」と判断しうるようなケースについては、指   

定の取消処分を受ける場合もあります。  

※それぞれのサービスの指定の類型（詳細についてパンフレットの6頁参照）  

・居宅介護支援事業所  一→ 指定居宅介護支援事業者  

・適所介護事業所  → 指定居宅サービス事業者   

≡  

イメーシ図  
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（2）上記のケースでA  居宅介護支援事業所が指定の取消処分を受けてから5年が  

経過しない間にB適所介護事業所とC介護予防適所介護事業所の指定の効力の  

有効期間が満了した場合、両事業所は指定の更新を受けられるのでしょう力㌔  

（筈）   

D法人は指定の更新の欠格事由である「指定の取消から5年を経過しない法人」  

に該当しますが、B適所介護事業所及びC介護予防適所介護事業所は、それぞれ  

別の指定の類型の事業であり、直接的には指定の更新を受けられなくなるわけで  

はありません。   

ただし、A居宅介護支援事業所の指定の取消の原因となった事実について、別  

の類型の指定であるB適所介護事業所とC介護予防適所介護事業所においても  

「不正又は著しい不当な行為をした」と判断しうるようなケースについては、指  

定の更新を受けられない場合もあります。  

・9・  
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